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進み、現在は大部分の石炭が市場で形成された価格で取引されている。従来の補助金を通じた低価格政策が放棄された結果、人為的に低く抑えられていた石炭 は急騰、〇八年は〇〇年 二・五倍に上昇した。他方、生産コストも増値税や資源税の引き上げ、炭鉱事故防止の保安強化によって上昇している。それまで価格に反映されていなかった資源や環境、保安のコストと った外部性を内部化する改革が進み、価格が高 した。　
石炭価格の高騰は当然石炭需要













































































































































































の新設申請が増加した いう報道もある。排煙脱硫・脱硝装置など従来型の（特にＰＭ２ ５向けの） 大気汚染対策を施せば、 ＣＯ
２
削減のために石炭消費 急激に削減するよりも「当面は 出す 権利」を行使し、ＧＤＰ原単位という目標のメリットを いに生かして石炭の経済性を選ぶと筆者はみている。石炭液化・ガス化も同様にＰＭ２・５対策にな ため、国際原油・ガス価格が暴落している現在は経済性がないが、中長期的な実用化は視野に入れている。　
とはいえ、先述のとおり、既に
進んできた低炭素化はペースこそ落ちたとしても後戻りはなく、それ自身の慣性で進んでいく側面もある。石炭ピークの前倒しに過大な期待は抱くべき はないが、中国が目標とする二〇三〇年 の達成は十分に可能性がある。（ほりい
　
のぶひろ／九州大学大
学院経済学研究院准教授）
図３　産業別GDP構成の変遷
（出所）　『中国統計年鑑』各年版より作成。
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